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はじめに 

 

 県央医療圏は、５市町村、人口約 23 万人から構成される二次医療圏です。 

 県央医療圏では、病床規模 200 床から 300 床程度の７つの病院が一般的な医療を提供す

るとともに、二次救急医療も担当しています。しかしながら、救急医療の核となる病院が

ないこと、高度・専門的な医療の提供体制も十分ではないという課題がありました。 

 この結果、救急搬送では、全救急搬送件数の２割弱、1,400 件程度が、新潟、中越など

の他の医療圏に搬送される状況となっています。また、がん、心疾患などの高度・専門的

医療についても他の圏域に依存する傾向が大きくなっています。あわせて、病院における

勤務医も大幅に減少する傾向にあります。 

 

 こうしたことから、平成 21 年には、新潟県知事、担当副知事、市町村長を構成員とする

「県央中核病院あり方検討会議」（後に「救命救急センター及び併設病院のあり方検討会

議」に改称）が設置される運びとなりました。また、具体的な協議を行う場として「あり

方検討会議・医療関係者合同会議（以下「あり方検討会議・合同会議」）が、新潟県知事、

担当副知事、市町村長に加え、圏域内救急告示７病院の病院長、地元医師会長を構成員と

して設置され、平成 21 年８月 25 日に第１回の合同会議が開催されました。 

 合同会議では、救命救急センターの必要性や設置形態、必要な機能等について、関係者

の共通認識の形成を図りながら検討が進められ、平成 23 年２月のあり方検討会議・合同会

議において、「県央医療圏には救命救急センター及びその機能を併設した病院が必要であ

ること、併設病院の規模は県に一任し、県は 500 床規模の病院の実現に向け努力すること」

などの内容が合意されました。 

 

 平成 23 年 12 月には、病院の規模や診療機能のあり方を実務的に検討する「県央医療提

供体制検討ワーキング会議（以下「ワーキング会議」）が設置され、地元医療関係者及び

新潟大学、県医師会から推薦された有識者により「具体的な医療提供体制の方向性」がま

とめられました。その内容は、「高度・専門的な医療から身近な医療まで、圏域内で一定

程度完結できる体制を目指すこと、救命救急センターを併設する病院は、圏域の医療の拠

点として一定の高度・専門的診療機能を確保すること、病院の規模は 500 床程度とし、そ

のため既存病院の診療機能等の集約など役割分担の再構築を行うこと」などです。 

 

 このワーキング会議での検討結果を受け、平成 24 年２月に 10 回目となるあり方検討会

議・合同会議が開催されました。この会議では「500 床規模の病院の設置及び既存病院の

役割分担の再構築に向け、県が具体的な調整を行うこと、経営主体等との調整役は県が担

うこと、県は複数案を検討し次回合同会議に報告すること」との合意が形成され、県央地

域における基幹病院の整備に向け、具体的な調整が行われる段階へと至りました。 

 

 平成 24 年９月には、県は、燕労災病院を運営する（独）労働者健康福祉機構、三条総合
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病院を運営する新潟県厚生農業協同組合連合会に、病院再編への参画を要請し、両経営主

体から「積極的に参画したい」との回答を得ました。 

 この結果を受けて、平成 25 年２月に開催された第 11 回あり方検討会議・合同会議では、

複数の案が提示され、燕労災病院と厚生連三条総合病院を統合再編する案について出席者

の大方の賛同が得られたことから、両病院を再編対象病院とし、500 床規模の基幹病院を

整備すること、基幹病院の整備運営は「公設民営」を基本とし、今後具体的な検討を行う

こと、などを内容とする再編案がとりまとめられました。 

 

 こうして、再編対象となる病院が具体化されたことから、平成 25 年５月に、新潟大学、

県医師会、圏域内救急告示病院、地元医師会で構成する「県央基幹病院基本構想策定委員

会」が設置され、これまでの検討結果を踏まえながら、燕労災病院と厚生連三条総合病院

の再編を前提として、県央基幹病院の具体的な機能・規模、既存病院との役割分担・連携

などを内容とする県央基幹病院基本構想が策定されることとなりました。 

 この基本構想は、策定委員会での検討結果をまとめ、今後の県央医療圏の医療提供体制

のあり方、県央基幹病院の目指すべき姿を示すものとして策定されたものです。  
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１ 県央医療圏の医療提供体制の現状と課題 

 

（１）県央医療圏における病院の整備状況と課題 

   県央医療圏では、平成 25 年 4 月現在、病床数 200～300 床規模の救急告示７病院と、

療養を担う２病院、精神を担う１病院及び 171 診療所により、地域住民に対する医療

の提供が行われています。 
   こうした病院の整備状況がもたらす課題としては、 

  ・経営主体の異なる中小規模の病院が多数存立しており、医師の確保・集約が図りに

くいこと 

  ・高度・専門的医療や地域医療の拠点的な機能を担える病院がない中で、病院の役割

分担や連携が不十分であること 

   などが、あげられます。 

 
【県央医療圏の病院の状況（平成 25 年 4 月現在）】 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

（２）県央医療圏の地理的状況と課題 

  ○県央医療圏は、新潟市と長岡市のほぼ中央に位置し、JR 新幹線駅や高速道路 IC な

ど交通ネットワークも整備されていることから、医療機関は隣接医療圏との連携が

図りやすく、また地域住民は隣接医療圏の医療機関を比較的に受診しやすいという

地理的特徴を有しています。 

  ○一方でこうした地理的特徴により「（３）救急医療における現状と課題」でみるよ

うに、圏域外への長時間搬送が発生しやすいという側面もあります。 

 

一般 療養 計

燕労災病院 300 － 300 － 23.2
内科、外科、神経内科、脳神経
外科、循環器内科、整形外科

救急告示病院
地域医療支援病院

三条総合病院 199 － 199 － 18
内科、外科、整形外科、小児科、
産婦人科

救急告示病院

県立吉田病院 302 － 302 － 25.9
内科、外科、整形外科、小児科、
産婦人科

救急告示病院

済生会三条病院 199 － 199 － 29.8
内科、外科、循環器内科、整形
外科、小児科、産婦人科

救急告示病院
災害拠点病院

三之町病院 210 － 210 － 17
内科、外科、神経内科、脳神経
外科、整形外科

救急告示病院

富永草野病院 100 96 196 － 11.8 内科、整形外科 救急告示病院

県立加茂病院 150 30 180 － 10.8 内科、外科、整形外科 救急告示病院

三条東病院 － 240 240 － 9 内科

かもしか病院 － 180 180 － 4.5 内科、精神科

大島病院 － － － 240 6.7 精神科、心療内科

主要な診療科 主要な病院指定
許可病床 許可病床

精神
医師数

(H24.10)
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（３）救急医療における現状と課題 

  ア 医療圏外への救急搬送が顕著であり、その中で救急搬送時間が長時間化 

   ○県央医療圏の域外搬送率は 17.4％と、他医療圏の 0.7％から 11.2％に比べ非常に

高くなっています。 

○また、救急搬送時間でも、現場到着時間は、医療圏内の３消防本部とも県平均の

8.5 分を下回っていますが、現場に到着してから医療機関に収容する時間では、

３消防本部とも県平均の 32.0 分を超えており、特に加茂地域消防本部、燕・弥彦

総合事務組合消防本部において長時間となっています。 

 
【医療圏別の救急搬送の状況（平成 24 年）】 

     
 
 
 
 

   出典：平成 24 年救急患者搬送先医療機関調査 

    【救急搬送時間の状況（平成 23 年）】 

     
 
 
 
 
                  出典：平成 24 年版消防防災年報 

 
  イ 重症・中等症患者、心疾患・脳疾患・外傷患者の圏域外搬送が顕著 

   ○平成 24 年の圏域外搬送の割合は、重症患者・中等症患者では、それぞれ、25.3%、

24.5％、心疾患・脳疾患・損傷等では、それぞれ、22.7％、10.4％、23.8%となっ

ており、全般的に高い割合となっています。 

 

    【圏域外搬送の状況（平成 24 年）】 

 

 

 

 

     

 

               出典：平成 24 年医務薬事課調べ 

 

下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡 合計

救急搬送件数 7,721 35,403 8,212 14,060 8,497 10,856 2,738 87,487

うち域外搬送件数 361 1,622 1,427 194 953 130 18 4,705

域外搬送率 4.7% 4.6% 17.4% 1.4% 11.2% 1.2% 0.7% 5.4%

（単位：分）

消防本部名 現着時間 収容－現着 収容時間

三条市消防本部 7.9 33.6 41.5

加茂地域消防本部 7.3 41.3 48.6

燕・弥彦総合事務組合消防本部 6.9 39.9 46.8

県平均 8.5 32.0 40.5

計 圏域内 圏域外 圏域内 圏域外

心疾患 471 364 107 77.3% 22.7%

脳疾患 586 525 61 89.6% 10.4%

損傷等 3,473 2,645 828 76.2% 23.8%

重症 1,131 845 286 74.7% 25.3%

中等症 3,056 2,306 750 75.5% 24.5%

分類
搬送件数 割合
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  ウ 特に小児救急の圏域外搬送が顕著 

   ○特に小児患者の圏域外搬送は、35.1%と非常に高い割合となっています。 
 
    【小児患者の圏域外搬送の状況（平成 24 年）】 

     

      
 
           出典：平成 24 年救急患者搬送先医療機関調査 

              ※本調査における小児患者は満７歳未満 
 

  エ 傷病程度別搬送の状況 

   ○軽症者の救急搬送割合は平成 19 年の 48.0％から、平成 23 年の 44.0％へと低下傾

向を示していますが、救急搬送件数全体は平成 21 年の 7,355 件を底に増加してお

り、平成 23 年には 8,000 件を超える状況となっています。 

○限りある医療資源を有効に活用するために、医療機関・行政・地域住民の一層の

相互理解と連携が求められています。 

 

    【傷病程度別の搬送者数・搬送割合（平成 23 年）】 
 
 
 

 

 

 

 

      

出典：平成 24 年版消防防災年報 

【県央医療圏の救急搬送件数と軽症者割合の推移】 

 

 

 

      
 
 
 
 
 
                 出典：消防防災年報（各年版） 

死亡 重症 中等症 軽症・その他 計

133 745 1,139 1,511 3,528

3.8% 21.1% 32.3% 42.8% -

37 257 621 556 1,471

2.5% 17.5% 42.2% 37.8% -

104 191 1,301 1,496 3,092

3.4% 6.2% 42.1% 48.4% -

274 1,193 3,061 3,563 8,091

3.4% 14.7% 37.8% 44.0% -

2,717 9,670 32,668 40,424 85,479

3.2% 11.3% 38.2% 47.3% -

三条市消防本部

加茂地域消防本部

燕・弥彦総合事務組合消防本部

県計

県央計

計 圏域内 圏域外 圏域内 圏域外

小児患者 319 207 112 64.9% 35.1%

分類
搬送件数 割合
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（４）高度・専門的医療における現状と課題 

  ○各診療分野において高度・専門的医療の拠点を担える病院が十分に整備されていな

いことから、心疾患、脳疾患、がん、小児患者の入院の自足率は、それぞれ、51.4％、

82.5％、59.4％、42.9％と、他の医療圏の自足率と比べ、全般的に低くなっている

状況です。 

 
   【主要疾患等における病院入院患者の状況】 

    

 

 

 

 

 

    出典：平成 21年新潟県保健医療需要調査（平成 21 年 10 月中の特定の 1日の状況） 

 

（５）勤務医の減少 

    ○拠点的な機能を担う病院がない中で、県央医療圏の勤務医は減少傾向であり、平成

10年と比べた平成 22年の医師数の水準は、県計では 1.10 と増加しているのに対し、

県央医療圏では、0.85 と大きく低下しています。 

  ○二次医療圏のなかで、唯一、基幹型臨床研修病院のない医療圏であり、臨床研修医

の受入れ体制が不足しています。このため、若手医師が早期に当該地域における医

療事情等に触れる機会も少なくなっています。 

 
  【県央医療圏（救急告示病院）における勤務医数の推移】 

     
 
 
 
 
 
 
 
 

   出典：医師・歯科医師・薬剤師調査 各年版 

 
 
 
 

県央医療圏住民の
の全入院数　A

県央地域での
入院患者　B

自足率
B/A

県内各医療圏
平均自足率

心疾患 105 54 51.4% 87.0%

脳疾患 120 99 82.5% 90.5%

が   ん 313 186 59.4% 85.7%

小児患者 49 21 42.9% 75.2%

平成10年（A） 平成15年 平成20年 平成22年（B）

下越 126.5 133.4 155.0 159.9 1.26 県立新発田病院

新潟 958.4 885.2 983.5 1,061.4 1.11 新潟市民病院

県央 169.6 159.2 140.1 144.9 0.85

中越 321.9 336.3 382.3 392.0 1.22 長岡赤十字病院

魚沼 195.6 198.3 184.9 181.0 0.93 魚沼基幹病院(予定）

上越 215.3 226.3 256.5 252.1 1.17 県立中央病院

佐渡 46.3 53.8 54.4 53.3 1.15

計 2,033.6 1,992.5 2,157.1 2,244.6 1.10

医師数
医療圏 基幹的病院の整備状況

増減率
（B/A）
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   【医療圏別の基幹型臨床研修病院の指定状況】 

     
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療圏 病院数 病院名

下越 2 村上総合病院、県立新発田病院

新潟 6
新潟大学医歯学総合病院、新潟市民病院、済生会新潟第二病院、

新潟医療センター、県立がんセンター新潟病院、下越病院

県央 0

中越 4
長岡赤十字病院、立川綜合病院、長岡中央総合病院、

柏崎総合医療センター

魚沼 1 県立十日町病院

上越 4 上越総合病院、新潟労災病院、県立中央病院、糸魚川総合病院

佐渡 1 佐渡総合病院

計 18
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２ 県央基幹病院整備の基本的な考え方 

 

（１）県央医療圏が目指す医療提供体制の姿 

  ア 救急医療ネットワークの構築 

   ○救急医療においては、圏域全体の医療機関の役割分担のもと、「県央型救急医療

ネットワーク」の形成により、 

    ・他の医療圏よりも短時間で救急を受け入れる（医療圏面積は一番狭い） 

    ・症状に応じた適切な医療機関で受け入れる 

    体制の構築を目指します。 
    
  【医療圏別の救急搬送時間（推計）】 

 
 
 
 
 
 出典：平成 24 年版消防防災年報 
 
   ○圏域外搬送についても、圏域内の適切な医療機関がまず受け入れる体制の構築に

より、可能な限り発生させないことを目指します。 
 

イ 圏域内で相当程度完結できる医療提供体制 

   ○それぞれの病院が、その特色を活かした役割分担と連携により、 

    ・住民に身近な医療から高度・専門的な医療まで 

    ・疾病予防から、急性期医療、回復期・リハビリテーション、在宅医療まで 

      圏域内で相当程度完結できる医療提供体制を目指します。 
 

ウ 医療機関・行政・住民が相互に協力する「地域全体で担う医療提供体制」の構築 

   ○医療機関・行政・地域の住民がそれぞれの役割を理解し、相互に協力する「地域

全体で担う医療提供体制」の構築を目指します。 
 

   エ 隣接する医療圏との密接な連携 

     ○極めて高度な専門的医療や、特に稀な疾患などについて、隣接する医療圏の基幹

的な病院と密接に連携できる体制の構築を目指します。 

 

 

 

 

下越 新潟 県央 中越 魚沼 上越 佐渡 県平均

収容時間
（分）

36.0 43.5 41.5 36.7 38.6 36.6 43.8 40.5

医療圏面積
（㎢）

2,319.7 2,223.6 733.6 1,482.2 2,804.1 2,165.4 855.3 －

※収容時間は各消防本部の収容時間からの推計値。
※魚沼医療圏の面積には、小千谷市を含む。
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基幹病院と既存病院・診療所の役割分担のもと、救急患者の早期受入れ（ファース

トタッチ）と、症状に見合った病院への振り分けを行う「県央型救急医療ネットワー

ク」の構築を目指します。 
 

○基幹病院と既存病院・診療所の役割分担 

   （診療所（応急診療所）） 

    ・主に軽症患者・ウォークイン患者を受け入れ、適切な医療を行うとともに、中等

症・重症患者の場合は、既存病院や基幹病院など症状に見合った病院に振り分け

を行います。 
 

    （既存病院） 

    ・中等症以下の救急患者、かかりつけ患者の急性対応等や、その専門性が発揮でき

る領域の救急患者（重症患者を含む）について、基幹病院と救急搬送受入れを分

担します。 
 

   （基幹病院） 

   ・地域救命救急センターを整備し、 

① 重症患者 

② 高度・専門的な医療を必要とする救急患者 

③ 他の病院で受入れが困難な患者（中等症以下の患者も含む） 

      の受入れを行います。 
 
    （隣接医療圏との連携） 

・大動脈瘤破裂や広範囲熱傷など特に高度・専門的な医療が必要な重篤患者につい

ては、ドクターヘリを活用しながら隣接医療圏の救命救急センターに搬送します。 
   

【県央型救急医療ネットワーク イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県央型救急医療ネットワーク 
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（２）県央基幹病院が担う基本的な役割 

   「県央医療圏が目指す医療提供体制」を構築していく中で、県央基幹病院は次の役割

を担っていくことを基本とします。 

 

   ア 地域に必要な医療の中核としての役割 

     ○県央基幹病院は、県央医療圏の基幹病院として、救命救急センターの設置、高度・

専門的医療などについて、圏域の病院との役割分担・連携のもと、地域に必要な

医療の中核としての役割を担っていきます。 

    

  イ 地域医療支援等の拠点としての役割 

   ○地域医療の充実を図るため、地域医療支援病院の機能や、医療スタッフの育成、

災害時医療の拠点機能など、地域医療支援等の拠点としての役割を担っていきま

す。 
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３  県央基幹病院の基本的な機能 

 

（１）救命救急医療及び高度・専門的医療の中核的機能 

 

  ア 救命救急医療の中核的機能 

   ○地域救命救急センターとして、ICU（集中治療室）、CCU（冠疾患集中治療室）

等の高度・専門的な医療機能を整備します。 

   ・２４時間体制で重症患者等の救急患者の受入れを行います。 

      ・特に、圏域外搬送の多い心疾患、脳疾患、外傷等について、他の病院と連携しな

がら、受入れ体制の充実を図ります。 

   ・小児救急患者については、軽症患者も含め２４時間対応可能な体制を構築します。 
   ・他の病院で受入れ困難な場合は、症状を問わず救急患者の受入れを行います。 

 

イ 高度・専門的な医療の提供 

 ○高度な救命救急医療を行うため、基本となる診療科の設置と専門医の確保に努め、 

診療機能の充実を図ります。 

○専門的医療を提供する圏域の他の病院と役割分担を図りつつ、圏域内で相当程度完

結できる高度・専門的医療を提供します。 

     ・がんにおける拠点的医療機能を整備します。 

   ・急性期リハビリテーション機能の充実を図ります。 

   ・周産期医療については、県央地域において充実が必要な機能であることから、機

能確保を図っていきます。 
 

（２）地域医療支援の拠点的機能 

ア 地域医療を支援する機能 

      ○地域医療支援病院として、地域医療を行う医療機関に対する支援機能を担います。 

   ・紹介患者に対する医療の提供を基本として、病診連携・病病連携の推進、施設・    

設備の共同利用、医療従事者への研修機能などを担います。 

・将来的には「地域医療連携ネットワーク」に対応できる病院となることを視野に、 

地域医療連携に必要な診療情報・患者情報等を一元的に集約できる体制を構築し    

ていきます。 
 

    イ 疾病予防から在宅医療まで一貫した医療を圏域全体で提供するために基幹病院が

担う後方支援機能 

      ○疾病予防 
・精密検査や、行政や地域企業と連携した疾病予防活動等を行います。 

   ○在宅医療を実施する医療機関の支援 
・在宅医療を実施する診療所、圏域の他の病院と連携し、既存の医療機関が対応で
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きない場合の夜間における容態急変患者の収容など、在宅医療に関する後方支援

機能を担います。 
 

（３）人材の育成・教育機能 

   地域医療に従事する人材の育成・教育の機能を担います。 

  ア 若手医師の育成 

   ○基幹型臨床研修病院として、研修医を受け入れ、幅広い診療能力を備えた医師、

地域医療に携わる医師を育成します。 

   ○後期臨床研修病院として、各種の専門学会の認定医、専門医資格の取得ができる

環境を整備します。 

   ○医学生の実習を積極的に受け入れ、医師の養成を支援します。 

 

  イ 看護師・コメディカルスタッフの育成 

   ○救命救急センターへの配置や、各種の高度・専門的医療に携わる機会を確保し、

スタッフの育成を図ります。 

   ○各種の認定資格の取得を支援するなど、スタッフのキャリア形成支援を行います。 

 

  ウ 地域の医療人材の育成 

   ○看護師等の専門職の実習を積極的に受け入れ、地域の医療人材の育成に努めます。 

   ○休職中の医療専門職の復職を支援するための再教育機能を担います。 

 

（４）災害時医療の拠点的機能 

  ○地域災害拠点病院として、災害時医療の拠点的機能を担います。 

  ・県央地域に災害が発生した場合の多数傷病者の受入れ、他地域からの医療支援チー

ムの受入れ・マネジメント等、災害時医療の拠点機能を担います。 

  ・他地域で災害が発生した場合、被災地からの傷病者の受入れや、DMAT（災害時医

療支援チーム）の派遣体制等を整備します。 

  ・以上の機能を果たすため、建物の免震化、ヘリポートの整備、災害時の病院機能維

持等を確保していきます。 
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【県央医療圏の医療提供体制のイメージ】 
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４ 県央基幹病院の具体的な診療機能・規模等 

 

（１）診療科の考え方 

○救命救急医療の中核的機能を担い、「地域救命救急センター」として、各疾患の重

症救急患者への医療に対応すること、また、高度・専門的医療を提供することなど

から、基本的な診療科を設置します。 

  （他圏域の地域救命救急センター設置病院の診療科を参考） 
○地域医療支援病院として十分に機能するため、また、予防からリハビリ、在宅医療

までの後方支援機能を確保するためにも、診療機能を充実させる必要があります。 
○以下の１９科を基本とします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）病床規模・医師数 

ア 病床数：５００床（うち地域救命救急センター１９床） 

     ○救命救急医療を中核とする病院として、また、圏域内で相当程度完結した医療を

提供するため、必要な診療科とそれに付随するベッド数を確保します。 
 

イ 医師数：８０名 

   ※救命救急センターの運営、高度・専門的な医療の提供のためには、さらに多くの医

師を確保することが望まれます。 

 

【考え方】 

○心疾患、小児疾患、脳疾患、外傷等の救急患者の多くが他圏域に搬送されている状

況等を踏まえ、重症患者にも対応できる、高度・専門的な診療機能の確保が必要で

す。 
○勤務医確保のためには、医師にとって魅力的な環境（病院）の整備が重要であり、

一定規模の臨床研修病院を目指すことが必要です。 

○救命救急センターの運営、高度・専門的な医療の提供のためには、一定の医師を確

保することが必要です。 

    
 

 

内科（循環器、消化器、呼吸器、内分泌、腎・膠原病）、神経内科、精神科、小

児科、外科、心臓血管外科、呼吸器外科、脳神経外科、整形外科、泌尿器科、皮

膚科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、放射線科（診断・治療）、救急科、リハビ

リテーション科、麻酔科、歯科口腔外科 

  ※このほか、院内標榜として総合診療科を検討 
  ※内科等の診療科目については、今後さらに検討していく 
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５ 県央基幹病院の整備と既存病院との役割分担・連携 

 

（１）県央基幹病院の整備 

平成 25 年２月４日の「救命救急センター及び併設病院等のあり方検討会議」第 11

回知事・市町村長・医療関係者等合同会議において、とりまとめられた再編案に基づ

き、以下のとおり再編を進めていきます。 

 

ア 病院再編の考え方 

○県央基幹病院は、「３ 県央基幹病院の基本的機能」に述べたとおり、地域に必要

な医療の中核としての役割と地域医療支援等の拠点としての役割を担う病院とし

て、必要な診療機能・医師等医療スタッフ、施設水準を確保するとともに、地域の

医療人材の育成を担う病院として整備します。 

○このため、燕労災病院と厚生連三条総合病院を、基幹病院整備に当たっての再編対

象病院とし、両病院の医療機能を引き継ぎ、さらに発展させていきます。 

○その他の圏域の既存病院については、これまで提供してきた特色ある医療や住民

に身近な医療を引き続き提供するとともに、基幹病院と連携して、地域の二次医

療を支えていきます。 

 

イ 県央基幹病院の整備・運営の考え方 

 県央基幹病院の整備・運営は、「公設民営」方式を基本として、検討を進めます。 

 ○病院の整備主体は、施設整備に当たっての病院事業債の活用（交付税措置あり）、

地域が必要とする政策的医療の安定的供給の観点から、「公設」とします。 

 ○病院の運営主体は、機動的・弾力的な病院の運営、医師確保等の観点から、「民

営」とし、この基本構想を受け、具体的な運営主体は県において調整が行われる

ことが望まれます。 

 

ウ 設置場所 

 ○病院の設置場所については、この基本構想を受け、県において選定が行われるこ

とが望まれます。 

 

（２）県央基幹病院と既存病院との役割分担・連携 

 

  ア 基本的な方向性 

   （基幹病院が担う役割） 

○救命救急センター設置による重症患者等の受入れや、高度・専門的医療の提供など、

地域に必要な医療の中核としての役割を担うとともに、地域医療支援病院や災害拠

点病院、地域医療連携など地域医療支援等の拠点としての役割を担っていきます。 

○高度・専門的医療を提供するため、必要に応じ、他の病院とのより効率的・効果的

な役割分担のあり方も検討します。 
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○例えば、耳鼻咽喉科、眼科等の専門外来については、現在、各病院が個別に新潟大

学等から非常勤医師の派遣を受けていますが、手術・入院機能を基幹病院に整備し

たうえで、必要に応じ基幹病院から各病院の専門外来を支援する体制を検討しま

す。 

 

   （圏域の既存病院が担う役割） 

○基幹病院と連携しながら、地域医療の担い手として、住民に身近な医療を提供して

いきます。 

○それぞれの病院は、基幹病院と連携し、これまで提供してきた特色ある医療や、そ

の病院の専門性が発揮できる領域に関する高度・専門的な医療を、引き続き提供し

ていきます。 

○救急医療ネットワークのもと、中等症以下の救急患者及びその専門性が発揮できる

領域の救急患者（重症患者を含む）についての受入れを行うとともに、ファースト

タッチ後に症状に応じて振り分けられた患者や急性期を脱した比較的症状の安定

した患者、慢性期患者、外来患者を中心に受入れを行います。 

○在宅医療について、容態急変患者の収容や、在宅医療を実施している医療機関への

支援を担います。 

 

   （連携体制） 

   ○救急医療においては、「ファーストタッチ」と「振り分け」を基本とする「県央

型救急医療ネットワーク」の構築を目指します。 

   ○高度・専門的医療の提供については、既存病院がその専門性の発揮できる領域に

おいては、その特色を活かした診療を引き続き行い、基幹病院と高度・専門的医

療について、相互に補完し合う体制の構築を目指します。 

 

イ 基幹病院整備後に各病院が担う役割の方向性 

    アに記載した基本的な方向性に基づき、基幹病院と各病院の役割分担・連携の方

向性を整理すると、次のとおりになると考えられます。 

    この役割分担・連携のあり方については、今後、基幹病院の整備計画がさらに具

体化される中で、各病院の主体的な検討のもと、引き続き検討を進めていくものと

します。 

 

（済生会三条病院） 

○現在は、内科系領域は慢性期を含めた対応を行い、外科系領域は腹腔鏡、ダ・ヴィ

ンチサージカルシステム（手術支援ロボット）による先進的な手術を含め、がん治

療等の手術を中心に医療を提供しています。 

○救急においても二次救急病院として、積極的に救急搬送患者の受入れを行っている

ほか、災害拠点病院に指定されており、地域の災害対応の拠点となっています。 

○また、小児科、産婦人科領域では、圏域の中心的な役割を担っています。 
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○基幹病院整備後も、基幹病院との連携のもと、内科系、外科系領域について、これ

までと同様に、地域に身近な医療と特色のある医療を提供していくことや、関連施

設と連携した訪問看護の強化など、在宅医療について地域の中心的な役割を担うこ

とが望まれます。 

○救急についても、基幹病院との役割分担・連携の中で、二次救急病院として積極的

に対応していくことが期待されます。災害拠点病院機能については、基幹病院が担

うこととし、その支援を行うことが期待されます。 

○小児科、産婦人科についても、地域の中心的な役割を担うことが期待されますが、

基幹病院が担う小児科、産婦人科の機能についての具体的な検討とあわせ、役割分

担・連携のあり方について検討していきます。 

 

（三之町病院） 

○現在は、急性期から回復期までの幅広い医療を担うとともに、特に脳疾患等の神経

系疾患を専門領域として特色ある医療を提供しています。 

○あわせて、脳血管障害、整形外科の患者に対し、超急性期から回復期までのリハビ

リテーションを提供しています。 

○また、救急についても、脳疾患、外傷等幅広い分野で積極的に多数の救急搬送患者

を受け入れています。 

○基幹病院整備後も、基幹病院との連携のもと、脳疾患・脳卒中等の専門領域につい

て特色ある医療を提供するとともに、在宅復帰に向けたリハビリテーション機能を

担っていくことが期待されます。 

○救急についても、基幹病院との役割分担・連携の中で、引き続き二次救急病院とし

て積極的に対応することが期待されます。また、外傷についても、基幹病院が、こ

れまで主に圏域外で対応されていた多発性外傷等に対応し、三之町病院は、一般的

な外傷等の救急に引き続き対応することが期待されます。 

 

（富永草野病院） 

○現在は、整形外科の専門病院として、特に脊椎、膝、手の外科といった専門分野の

医療で地域の中心的な役割を担うとともに、主として外傷等の分野で救急搬送患者

の受入れに積極的に対応しています。 

○あわせて、療養病床も併設し、急性期後の在宅復帰に向けた長期リハビリテーショ

ン等の機能も担っています。 

○基幹病院整備後も、基幹病院との連携のもと、整形外科の領域について専門性を発

揮した特色ある医療を提供することと、関連施設と連携して介護・予防まで幅広い

観点に立った医療を地域に提供することが期待されます。 

○また、救急についても、これまで主に圏域外で対応されていた多発性外傷や合併症

を有する整形外科患者については基幹病院が対応し、富永草野病院は、これまでも

担ってきた整形外科の分野の救急に引き続き対応することが期待されます。 
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（県立吉田病院） 

○現在は、地域に必要な医療を内科系を中心に、外科系も含め、幅広く提供していま

す。 

○救急についても、主として燕・弥彦地域の二次救急病院として、救急搬送患者の受

入れを行っています。 

○特に、「子どものこころ」外来の設置、小児慢性疾患患者の長期受け入れ、特別支

援学校による療育環境整備など、小児科領域において全県を対象とした特色ある医

療を提供しているとともに、看護専門学校を併設し看護師の養成機能を担っていま

す。 

○基幹病院整備後は、基幹病院との連携のもと、燕・弥彦地域において住民に身近な

医療を提供していくことや、在宅医療を実施している医療機関への支援を引き続き

行っていくことが期待されます。あわせて、救急についても、地域の二次救急病院

として、引き続き対応していくことが期待されます。 

○小児医療については、県全体の小児医療提供体制のあり方について今後検討が行わ

れる中で、現在県立吉田病院が果たしている役割の拡充・強化の方向も考えられま

す。 

 

（県立加茂病院） 

○現在は、主として加茂・田上地域の地域医療を支える病院として、一般急性期から

長期療養までの幅広い医療を提供しています。 

○救急についても、主として加茂・田上地域の二次救急病院として、救急搬送患者の

積極的な受入れを行っています。 

○県立加茂病院は、「新潟県立加茂病院整備基本計画」が平成 25 年 11 月にとりまと

められ、「地域密着型病院」のモデルとして、地域ニーズに対応した急性期から亜

急性期、終末期、長期療養までの医療を提供するとともに、基幹病院の後方病院の

機能を担う病院として、現在地で全面改築される方針です。 

○県立加茂病院は、基幹病院整備後は、基幹病院と連携・役割分担のもと、加茂・田

上地域において、一般急性期から回復期、慢性期、終末期までの身近な医療を提供

し、地域医療の最前線を担う「地域密着型病院」として必要な機能を確保します。 

○特に、緩和ケアや高齢者に多い疾患に対応するリハビリテーション機能を確保して

いきます。 

○また、在宅医療についても、重症患者の終末期対応や緩和ケアなど、専門性の高い

在宅医療を実施するとともに、在宅医療を実施する医療機関の支援を引き続き行っ

ていきます。 

○あわせて、救急についても、二次救急病院として、基幹病院との連携のもと、積極

的に救急搬送患者の受入れを行っていきます。 
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ウ 再編対象病院について 

    （１）アで記載したとおり、県央基幹病院は、燕労災病院と厚生連三条総合病院

を再編対象病院として整備することとなり、両病院が現在提供している医療機能に

ついては、基本的に基幹病院が引き継ぐ方向とします。 

あわせて、地域住民に極めて密着した医療など、その地域において確保することが

望まれる医療については、基幹病院整備後の医療のあり方を、引き続き検討していき

ます。 

 

（燕労災病院） 

○現在は、「地域医療支援病院」として、県央医療圏における中心的な医療機能を担

っており、特に、圏域で唯一放射線治療が可能な病院としてがん医療を担うととも

に、神経内科や人工透析治療などにおいて特色ある医療を提供しています。 

○救急についても、主に燕・弥彦地域を中心に積極的に救急搬送患者の受入れを行っ

ています。 

○あわせて、圏域の産業の特性を踏まえた労働者災害医療・勤労者医療の提供も担っ

ています。 

○現在の燕労災病院の機能は、基本的には基幹病院で引き継ぐ方向で検討します。 

 

（厚生連三条総合病院） 

○現在は、主として内科、小児科から外科、整形外科など、幅広い医療を提供してい

ます。 

○特に、人工透析治療においては、県央医療圏における中心的な役割を果たしていま

す。 

○救急についても、主に三条地域を中心に救急搬送患者の受入れを行っています。 

○現在の厚生連三条総合病院の機能は、基本的には基幹病院で引き継ぐ方向で検討し

ますが、維持的な人工透析など、現在、三条総合病院が提供している地域住民に極

めて密着した医療については、そのあり方について検討していきます。 
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６ 医師・看護師等の確保対策 

 

（１）医師の確保対策 

  ア 研修医の確保・育成 

   ○基幹型臨床研修病院として、研修医を受け入れ、幅広い診療能力を備えた医師、

地域医療に携わる医師を育成します。〔再掲〕 

 

  イ 専門医の確保・育成 

   ○後期臨床研修病院として、各種の専門学会の認定医、専門医資格の取得できる環

境を整備します。〔再掲〕 

 

  ウ 女性医師等の働きやすい勤務環境の整備 

   ○柔軟な受入体制を備えた院内保育所の整備・運営や子育てのしやすい勤務体制の

導入、キャリアの維持・形成への支援など、勤務に配慮が必要な女性医師等が継

続して働くことのできる勤務環境を整備します。 

 

  エ 修学資金貸与医師の配置 

   ○県が修学資金を貸与し、一定期間、県内の地域医療に従事することとなる医師に

ついて、県央基幹病院に配置していくことを検討します。 

 

  オ 新潟大学との連携 

   ○高度・専門的医療の提供に向けて、新潟大学の理解と協力を得ながら、医師の安

定的な確保に努めます。 

 

（２）看護師等の確保対策 

  ア キャリア形成支援 

   ○救命救急センターへの配置など、高度・専門的医療に携わる環境を提供するとと

もに、認定看護師の取得などのキャリア形成を図る環境を整備します。 

 

  イ 看護師等の専門職の実習受入れ 

   ○看護師等の専門職の実習を積極的に受け入れます。〔再掲〕 

 

  ウ 子育て等に配慮した働きやすい勤務環境の整備 

   ○柔軟な受入体制を備えた院内保育所の整備・運営や、育児休暇復帰後の職員でも

働きやすい病棟・外来への配置など、職員のライフステージや生活に配慮した勤

務体制・勤務環境の整備を図ります。 
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おわりに 

 

「１ 県央医療圏の医療提供体制の現状と課題」に記載したとおり、県央医療圏は、救

急患者の圏域外への搬送、高度・専門的医療の他圏域への依存、勤務医の減少など、医療

提供に関する多くの課題を抱えています。 

これらの課題を解決するために、救命救急センターを併設した基幹病院を早期に整備し、

既存病院との役割分担、連携体制を構築していく必要があります。 

基本構想策定委員会では、基幹病院の整備に向け、県央基幹病院の基本的機能や診療機

能・規模等について、燕労災病院と厚生連三条総合病院を再編対象病院とするという前提

のもと、議論してきました。 

今後、県においては、この基本構想の策定を踏まえ、速やかに設置場所と整備・運営主

体について決定したうえで、さらに具体的な診療機能等を引き続き検討していく必要があ

ります。 

また、本基本構想については、地域住民へ十分な説明を行い、理解が得られるよう努め

る必要もあります。 

県央基幹病院が整備され既存病院との連携のもと、安全・安心で質の高い医療が受けら

れる医療体制は、県央地域の住民の願いです。本委員会としても、一日も早い県央基幹病

院の整備を強く望みます。 

                       

 

県央基幹病院基本構想策定委員会  
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資料１ 

県央基幹病院基本構想策定委員会 委員 
 

（敬称略） 

氏  名 所属・職名 備 考 

鈴 木 幸 雄 燕労災病院長 委員長・部会長 

高  橋   姿 新潟大学医学部長  

遠  藤  直  人 
新潟大学大学院医歯学総合研究科 

機能再建医学講座 整形外科学分野 教授 
 

小  池  哲  雄 新潟県医師会副会長  

柳  原  俊  雄 新潟県医師会理事（県立吉田病院副院長）  

池  田   稔 三条市医師会長  

五 十 嵐 隆 夫     加茂市医師会長  

古 川 伸 夫 燕市医師会長  

田 﨑 哲 也 見附市南蒲原郡医師会長  

上 村  旭 
 (平成 25 年 9月 30 日まで） 

厚生連三条総合病院長 部 会 
神 田 達 夫 
 (平成 25 年 10 月 1 日から) 

髙 橋 芳 右 県立加茂病院長 部 会 

田 宮 洋 一 県立吉田病院長 部 会 

郷  秀 人 済生会三条病院長 部 会 

鎌 田 健 一 三之町病院理事長 部 会 

草 野 恒 輔 富永草野病院理事長 部 会 

※備考欄の部会は圏域病院役割分担・連携部会の部会員 
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資料２ 

 

県央基幹病院基本構想策定委員会 開催経過 

 

区  分 開 催 期 日 議   題 

第１回委員会 平成 25 年５月 16 日 

・県央基幹病院基本構想策定委員会の設置につ

いて 

・これまでの検討経緯について 

・検討課題及び論点について 

第２回委員会 平成 25 年８月２日 

・県央医療圏の救急搬送の現状について 

・県央基幹病院の基本理念について 

・基本理念を達成するための診療科構成・規模

について 

第３回委員会 平成25年 10月 31日 ・県央基幹病院基本構想（素案）について 

圏域病院役割分

担・連携部会 
平成25年 11月 27日 

・県央基幹病院と既存病院との役割分担・連携

について 

第４回委員会 平成25年 12月 24日 ・県央基幹病院基本構想（案）について 
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用語説明 

 

 ページ順に記載しています。なお、用語の説明は、基本構想に即した内容となっています。 

ﾍﾟｰｼﾞ 用 語 説 明 

1 県央医療圏  三条市、加茂市、燕市、弥彦村、田上町の５市町村で構成され

る二次医療圏。 

二次医療圏 特殊なサービスを除き、比較的専門性の高い保健医療活動が完

結できる区域。 

二次救急医療  入院治療を必要とする重症の救急患者の対応を行う医療体制。

重篤な救急患者に高度医療を総合的に提供する医療体制を三次救

急医療、また、外来診療によって救急患者への対応を行い、必要

に応じて二次または三次医療機関に紹介する医療体制を初期（一

次）救急医療という。 

救命救急センター ＩＣＵ、ＣＣＵ等の高度な診療機能を有し、重症及び複数の診

療科領域にわたる重篤な患者を 24時間体制で受け入れる三次救

急医療機関。 

3 救急告示病院  救急隊により搬送される傷病者に対し医療を行うために必要な

施設、医療機器及び人員体制を有している病院。 

地域医療支援病院  紹介患者に対する医療提供、病床や医療機器の共同利用の実施、

地域の医療従事者の研修等を通じ、かかりつけ医等を支援する機

能を備えた病院。 

災害拠点病院  災害時の医療を確保するため、24時間対応可能な災害医療支援

機能を有する病院。 

4･5 重症・中等症・軽症  重症は３週間以上の入院加療を必要とするもの、中等症は入院

を必要とするもので重症に至らないもの、軽症は入院を必要とし

ないもの。※消防法統計上の分類 

6 基幹型臨床研修病院  医学部を卒業し、医師免許を取得した医師に対し、２年以上の

基本的臨床能力を習得するための研修を行う臨床研修病院であ

り、他の病院や診療所と共同して行う臨床研修の管理を行う病院。 
8 

 

急性期 急性疾患や慢性疾患の急性増悪等により高度・専門的な医療の

提供が必要な緊急・重症な状態から、治療によりある程度安定し

た状態に至るまでの時期。 

回復期  病勢の進行が停止して治癒に向かっていく時期。 

 

9 

 

応急診療所 県央医師会応急診療所。県央４医師会（三条市医師会・燕市医

師会・加茂市医師会・見附市南蒲原郡医師会）が管理運営する休

日・夜間診療所。 
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ﾍﾟｰｼﾞ 用 語 説 明 

9 地域救命救急センター  最寄りの救命救急センターへのアクセスに時間を要する地域に

おいて整備できる、病床数 10 床以上 20床未満の小規模な救命救

急センター。 

大動脈瘤破裂 胸部大動脈あるいは腹部大動脈の径が拡大してこぶ状となった

状態である大動脈瘤が破裂すること。大量の出血を伴い、緊急手

術が必要となる。 

ドクターヘリ 救急医療の専門医及び看護師が同乗し、救急医療用の医療機器

等を装備したヘリコプター。現場等から医療機関に搬送するまで

の間、患者に救命医療を行う。 

11 ＩＣＵ（集中治療室） Intensive Care Unit の略。重症患者を収容・管理し集中的に

治療を行う部門、治療室。 

ＣＣＵ（冠疾患集中治療

室） 

 Coronary Care Unit の略。主に急性心筋梗塞等の冠状動脈疾患

の急性危機状態の患者を収容し、厳重な監視モニター下で持続的

に管理する部門、治療室。 

がんにおける拠点的医

療機能 

 

 集学的治療、緩和ケア、相談支援、地域医療連携等の機能。 

※集学的治療：がん治療において、手術（外科療法）、薬を使う治

療（化学療法）、放射線を使う治療（放射線療法）等を組み合

わせて行う治療。 
※緩和ケア：がんなどの痛みや症状を和らげて、生活の質を維持

するために行う医療。 

急性期リハビリテーシ

ョン 

 発症からできる限り早い段階で行われるリハビリテーション。 

周産期医療 周産期（妊娠満 22週から生後満７日未満まで）とその前後の期

間の母子に生じがちな突発的な事態に対処するため、産科・小児

科双方からの一貫した総合的な体制により行われる医療。 

病診連携・病病連携  地域における病院と診療所間（病診）、または病院間（病病）の

連携。それぞれの役割、機能を分担し、より効率的・効果的な医

療の提供を目指すもの。 

地域医療連携ネットワ

ーク 

 地域の医療機関等がネットワークを構築し、共有化された診療

情報等により患者の診断・治療を行うなど、地域全体での住民の

疾病管理等を行うもの。 

12 

 

後期臨床研修病院  初期臨床研修を修了した医師に対して、専門領域の医療技術・

知識を身につけるための臨床研修を行う病院。 

認定医、専門医 認定医はその診療領域において高度な知識・技量・経験を持つ

医師として、専門医はさらに高度な知識・技量・経験を持つ医師

として、それぞれ学会が認定した医師。（学会により呼称等が異な

る場合がある。） 
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12 

 

コメディカルスタッフ 

 

医師と協働し業務を行う医療従事者。（ここでは理学療法士、作

業療法士、臨床検査技師など看護師以外の医療従事者を指す。） 
ＤＭＡＴ（災害時医療支

援チーム） 

Disaster Medical Assistance Team の略。災害時に被災地に迅

速に駆けつけ、救急治療を行うための専門的訓練を受けた医療チ

ーム。 

14 総合診療科 外来初診の患者に適切な診療科で診療が受けられるよう診断す

るとともに、複数の症状に対する治療や、広範囲な専門知識が必

要な患者に対する診察を行う科。 

15 

 

「公設民営」方式 国や地方公共団体が施設を設置し、その管理運営を民間事業者

に委託し施設を運営すること。 

病院事業債  病院建設や医療機器の整備等の資金調達のために発行する地方

債。 

交付税措置  地方債の元利償還金の一部がその償還年度の普通交付税の基準

財政需要額に算定されること。 

16 慢性期  病状は比較的安定しているが、治癒が困難な状態が続いている

時期。 

腹腔鏡  腹部に開けた小さな穴に挿入し、腹腔（お腹の中）を直接観察

する内視鏡。腹腔鏡を用いた手術。 

ダ・ヴィンチサージカル

システム 

 患部の立体画像を見ながら遠隔操作によりロボットのアームを

動かし手術を行うことができる手術支援システム。 

17 脳血管障害 脳血管の病的変化により神経症状をもたらす疾病群。脳梗塞、

脳内出血及びくも膜下出血が代表的な病態。 

超急性期  急性期において、特に集中的な処置や手術が必要な発症直後の

段階。 

多発性外傷 複数の身体区分に生命に危険を及ぼす重度の外傷が同時に及ん

だ状態。 

療養病床  長期にわたり療養を必要とする患者を対象とする病床。 
 

合併症  ある病気が原因となって起こる別の病気や症状。 
 

18 亜急性期  急性期治療を経過した患者に対し安定化を図り、急性期後の医

療や退院支援を行う段階にある時期。 

後方病院  急性疾患や慢性疾患の急性増悪等により緊急・重症な患者に対

し、高度で専門的な医療の提供する急性期病院から、症状が安定

し、治癒に向かっている入院患者を受け入れる病院。 

終末期  死を迎える直前の時期。（定義については多くの議論がある。） 
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19 人工透析治療  機能が低下した腎臓に代わって、人工的に血液中の毒素をろ過

し取り除く療法。 

20 修学資金貸与医師  県内の地域医療に一定期間従事してもらうことを条件に、県が

修学資金を貸与した医師。 

認定看護師  特定の看護分野において、熟練した看護技術と知識を有すると、

公益社団法人日本看護協会が認定した看護師。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


